
 

 

事 務 連 絡 

令和５年１月 24 日 

 

関 係 団 体  御中 

 

厚 生 労 働 省 保 険 局 保 険 課  

厚生労働省保険局国民健康保険課 

厚生労働省保険局高齢者医療課 

厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課  

 

 

東日本大震災の被災者の一部負担金等免除証明書の取扱いについて 

 

 

 医療保険制度の円滑な実施について、平素より格段の御協力、御尽力を賜り厚

く御礼申し上げます。 

標記につきまして、別添のとおり、各関係機関宛てに事務連絡を発出しており

ますので、その内容について御了知いただくようよろしくお願いいたします。 

  



（関係団体一覧） 

日本医師会 御中 

日本歯科医師会 御中 

日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房教養厚生課 御中 



（関係団体一覧） 

防衛省人事教育局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 



 

事 務 連 絡 

令和５年１月 24 日 

保険医療機関 

保険薬局          御中 

訪問看護ステーション  

 

厚 生 労 働 省 保 険 局 保 険 課  

厚生労働省保険局国民健康保険課 

厚生労働省保険局高齢者医療課 

厚 生 労 働 省 保 険 局 医 療 課  

 

 

東日本大震災の被災者に対する一部負担金の免除措置に係る 

一部負担金等免除証明書の取扱いに関するポスターの送付について 

 

 

医療保険制度の円滑な実施について、平素より格段の御協力、御尽力を賜り厚く御

礼申し上げます。 

東日本大震災の被災者に対する一部負担金の免除措置の対象となった方々（以下

「免除対象者」という。）が、実際に一部負担金の免除を受けるためには、保険医療

機関等の窓口で、有効期限の切れていない一部負担金等免除証明書（以下「免除証明

書」という。）を提示することが必要です。 

こうした免除証明書の取扱いについては、免除対象者に御理解いただく必要がある

ことから、当該取扱いを周知するためのポスター（「医療機関等で受診される東日本

大震災の被災者の皆さまへ」）を国民健康保険団体連合会経由で後日送付させていた

だきますので、窓口に掲示する等、被災者に対しての周知に御協力いただきますよう、

よろしくお願いいたします。 

別添 



（※）窓口負担の免除の対象となる要件は、ご加入の医療保険の保険者により

異なります。

なお、引き続き窓口負担の免除の対象となる場合、新しい免除証明書は

ご加入の医療保険の保険者から送付されますので、お手元に届かない

場合は、ご加入の医療保険の保険者へお問い合わせください。

◎ 次の場合の自己負担額の免除については、平成24年２月29日までで終了しています。

・入院時の食費、居住費

・被保険者証を医療機関等の窓口で提示できなかった場合

・柔道整復師、あん摩・マッサージ・指圧師、はり師、きゅう師による施術 等

窓口負担の免除や、免除証明書の取扱いに関して
ご不明な点があれば、ご加入の医療保険の保険者へ
お問い合わせください。

！

医療機関等における窓口負担の免除について

厚生労働省
令和５年１月

医療機関等で受診される
東日本大震災の被災者の皆さまへ

① 窓口負担の免除を受けるためには、医療機関等の

窓口で、有効期限が切れていない免除証明書を

提示する必要があります。

② 現在お持ちの免除証明書の有効期限後も、

ご加入の医療保険の保険者により、

引き続き窓口負担が免除されることがあります。

現在、免除証明書をお持ちの方は、

有効期限をご確認ください。

窓口負担が免除される場合、有効期限が

更新された新しい免除証明書を、医療機関等の

窓口でご提示ください。


